
平成29年度税制改正に関する提言

公益財団法人　全国法人会総連合



○　経済の再生と財政健全化を目指し、

� 歳出・歳入の一体的改革を！

○　適正な負担と給付の重点化・効率化で、

� 持続可能な社会保障制度の確立を！

○　中小企業の重要性を認識し、

� 活性化に資する税制措置の拡充を！

○　中小企業にとって事業承継は重要な課題。

� 本格的な事業承継税制の創設を！

平成29年度税制改正スローガン
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≪はじめに≫

　我が国経済は緩やかな回復基調を続けているが、安倍晋三政権の経済政策「ア

ベノミクス」が“曲がり角”に差しかかったとの指摘がなされている。アベノミ

クス最大の効果といわれた円安・株高の流れに変調をきたしており、企業業績や

個人消費へ悪影響を及ぼすことが懸念されているからである。

　その背景にあるのは、アベノミクスの中心的役割を果たしてきた日銀による「異

次元緩和」が限界にきたとの見方である。マイナス金利導入というまさに異次元

の金融政策に踏み込んだにもかかわらず、依然として２％の物価目標達成が不透

明だからであろう。

　こうした中で、デフレ脱却を目指す安倍政権がとったのは、消費税率１０％へ

の引き上げ再延期と大規模な経済対策の策定である。しかし、これらは税財政政

策の重大な変更であり、国家的課題である財政健全化への悪影響が懸念される。

　このままでは２０２０年度の基礎的財政収支黒字化という健全化目標の達成は

極めて危うい。それは国民の将来不安を増幅し成長の阻害要因ともなる。ここは

改めて健全化目標達成に向けて、歳出・歳入一体による強固な改革工程表を策定

し、明確な道筋を示す必要があろう。

　アベノミクスの柱である成長戦略のさらなる強化も求められる。法人実効税率

は「２０％台」が実現したが、その引き下げ効果を確実に発揮させねばならない。

成長戦略の中核を担うべき規制改革では息切れが指摘されており、岩盤規制にさ

らに切り込む必要がある。

　地域経済と雇用の担い手である中小企業には、依然としてアベノミクス効果が

浸透していないとの声が多い。相乗効果が期待された地方創生との関連でも、そ

の成果を目に見える形で示していくべきだろう。

　世界経済は米国こそ拡大基調を維持しているものの、中国など新興国経済の減

速に加えて英国の欧州連合（ＥＵ）離脱が現実問題となり、一段と不確実性が高

まっている。こうした中で日本に必要なのは、真の経済再生に向けた不断の改革

であろう。



≪基本的な課題≫

Ⅰ．税・財政改革のあり方

　国と地方を合わせた長期債務残高が国内総生産（ＧＤＰ）の２倍に達した我が

国財政の悪化は、先進国の中で突出している。その原因が行政サービスという「受

益」と、その財源を借金ではなく税で賄う「負担」のアンバランスにあることは

論をまたない。

　その背景として指摘されてきたのは、「受益」を優先させて「負担」を先送りに

してきた財政規律の甘さである。それはとくに、先進国で最速のスピードで進展

する少子高齢化という構造問題への対応で目立ってきた。つまり、財政の悪化を

食い止めるには「受益」の代表的分野である増大する社会保障費を重点化・効率

化によって抑制し、かつ適切な負担を確保する以外に方策はないのである。

　その意味で、財政健全化と持続可能な社会保障制度の確立を目指した「社会保

障と税の一体改革」は、この命題解決に向けた重要な一歩であった。しかし、安

倍政権は本年６月、社会保障費の安定財源として位置付けていた消費税率１０％

への引き上げの再延期を表明した。

　「リーマン・ショック並みのリスクがない限り、確実に引き上げる」としてき

たにもかかわらず、そうしたリスクを裏付けるような説得力ある理由を全く示さ

ないまま重大な政策変更を行ったのである。これは一体改革が綻びをみせたとも

いえるわけで、財政規律の緩みを懸念せずにはいられない。国民の将来不安を増

幅させないためには、財政規律を引き締め直し、改めて歳出、歳入両面からの強

力な改革が求められよう。

１．財政健全化に向けて

　政府の「経済財政運営と改革の基本方針２０１６」（以下、「骨太の方針」とい

う）に盛り込まれた消費税率１０％への引き上げ再延期は、２０１７年４月から

２０１９年１０月へと２年半の大幅なものとなった。これにより、我が国の財政

健全化目標には狂いが生じることになった。

　２０２０年度の基礎的財政収支（プライマリーバランス＝ＰＢ）黒字化という

財政健全化目標への直接的な影響は回避できようが、２０１８年度のＰＢ赤字対

ＧＤＰ比１％程度という中間目標は、消費税引き上げによる税収が得られないこ

とから事実上達成できなくなった。この中間目標は昨年に追加設定されたばかり

である。これでは政府目標としての重み、さらには財政健全化に取り組む政権の

本気度が問われても仕方あるまい。
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　２０２０年度のＰＢ黒字化も極めて達成が危うい。内閣府が本年７月に示した

新たな「中長期の経済財政に関する試算」によると、高い成長率を想定した「経

済再生ケース」でも、２０２０年度には５.５兆円の赤字が残る。しかし、目標実

現を担保する具体的な道筋は示されておらず、依然として不確実性の高い税の自

然増収に頼ろうとしているのが実情である。

　来年度予算編成では概算要求基準（シーリング）で引き続き歳出上限の設定を

見送っている。しかも、消費税引き上げを再延期しただけでなく、大規模な経済

対策の財政措置を今年度の第２次補正予算に盛り込むという。政府は赤字国債の

増発は避けるとしているが、本来は主に国債償還に充てるべき前年度剰余金など

が財源として予定されているのは問題である。

　一方、日銀の国債保有も異次元緩和による国債の大量購入が続き、その残高が

ＧＤＰ比で約７割と欧米の中央銀行に比べても異常な水準に達しており、市場の

受け止め方は神経質となっている。その意味でも財政健全化に明確な道筋を示し、

国債の信認を確保していくことが極めて重要である。

（１）消費税率１０％への引き上げは、財政健全化と社会保障の安定財源確保の

ために不可欠である。国民の将来不安を解消するために、「社会保障と税の

一体改革」の原点に立ち返って、２０１９年１０月の税率引き上げが確実

に実施できるよう、経済環境の整備を進めていくことが重要である。

（２）２０１８年度の財政健全化中間目標の設定に伴い、歳出面では１８年度ま

での３年間で政策経費の増加額を１.６兆円（社会保障費１.５兆円、その

他０.１兆円）程度に抑制する目安を示した。今回の骨太の方針では、消費

税率引き上げ延期で中間目標数字への言及がなかったが、この政策経費の

抑制は確実に行うべきである。

（３）財政健全化は国家的課題であり、歳出、歳入の一体的改革によって進める

ことが重要である。歳入では安易に税の自然増収を前提とすることなく、

また歳出については、聖域を設けずに分野別の具体的な削減の方策と工程

表を明示し、着実に改革を実行するよう求める。

（４）消費税についてはこれまで主張してきたとおり、税率１０％程度までは単

一税率が望ましいが、政府は税率１０％引き上げ時に軽減税率制度を導入

する予定としている。仮に軽減税率制度を導入するのであれば、これによ

る減収分について安定的な恒久財源を確保するべきである。
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（５）国債の信認が揺らいだ場合、金利の急上昇など金融資本市場に多大な影響

を与え、成長を阻害することが考えられる。市場の動向を踏まえた細心の

財政運営が求められる。

２．社会保障制度に対する基本的考え方

　我が国は今後１０年を経ずして団塊の世代すべてが後期高齢者となるなど超高

齢化社会に入る。持続可能な社会保障制度の構築は喫緊の課題であり、「給付」を

「重点化・効率化」によって可能な限り抑制するとともに、適正な「負担」を確

保する必要がある。

　「社会保障と税の一体改革」はこの理念に基づいて策定されたが、消費税率

１０％への引き上げが再延期されたことで改革工程に狂いが生じた。このため、

消費税１％分の税収を充てる予定だった「社会保障の充実」が焦点となっている。

政府は赤字国債に頼ることなく可能な限り実施するとしているが、その財源につ

いては明確になっていない。改革の理念に照らせば充実策は延期するのが筋であ

り、仮に実施するなら給付面の見直しを柱に安定財源を捻出すべきである。

　少子化対策を含む社会保障のあり方では「自助」「公助」だけでなく、社会全

体で支え合う「共助」の役割も重要であり、これらの範囲をバランスよく見直して

いく必要がある。また、医療費・介護費の抑制につながるとして注目されている

健康寿命の問題についても、客観的なデータ分析に基づく実効性のある取り組み

が求められる。

（１）年金については、「マクロ経済スライドの厳格対応」「支給開始年齢の引

き上げ」「高所得高齢者の基礎年金国庫負担相当分の年金給付削減」等、

抜本的な施策を実施する。

（２）医療については、成長分野と位置付け、大胆な規制改革を行う必要がある。

給付の急増を抑制するために診療報酬（本体）体系を見直すとともに、

ジェネリックの普及率８０％以上を早期に達成する。

（３）介護保険については、制度の持続性を高めるために真に介護が必要な者と

そうでない者にメリハリをつけ、給付のあり方を見直す。

（４）生活保護については、給付水準のあり方などを見直すとともに、不正受給

の防止などさらなる厳格な運用が不可欠である。
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（５）少子化対策では、現金給付より保育所や学童保育等を整備するなどの現物

給付に重点を置くべきである。なお、子ども・子育て支援等の取り組みを

着実に推進するためには安定財源を確保する必要がある。

（６）企業の過度な保険料負担を抑え、経済成長を阻害しないような社会保障制

度の確立が求められる。

３．行政改革の徹底

　消費税率１０％への引き上げが再延期されたが、財政健全化と社会保障の安定

財源を確保するには、増税が不可欠であることは指摘するまでもない。しかし、

増税が国民に痛みを求めるものであることに変わりはない。「行革の徹底」がその

前提とされたのはこのためである。

　そして、「行革の徹底」にはこれまでも指摘されてきたように、地方を含めた政

府・議会が「まず隗より始めよ」の精神に基づいて自ら身を削ることが何より必

要である。そうした観点から現状をみると、改革は遅々として進んでいないよう

にみえる。

　例えば、衆議院の選挙制度をめぐり「１票の格差」是正を目的に定数を「０増

１０減」とする改正が行われたが、本来の大胆な議員定数削減には至っていない。

近年、税金が含まれている政治資金にも不適切とされる支出が目立っている。国

民の政治不信を払拭するためにも、政治資金規正法の見直しなどを行い、使途の

適正化を図るべきである。

　行革を徹底するために以下の諸施策について、直ちに明確な期限と数値目標を

定めて改革を断行するよう強く求めたい。

（１）国・地方における議員定数の大胆な削減､歳費の抑制。　　　

（２）厳しい財政状況を踏まえ、国・地方公務員の人員削減と、能力を重視した

賃金体系による人件費の抑制。

（３）特別会計と独立行政法人の無駄の削減。

（４）積極的な民間活力導入を行い成長につなげる。

４．消費税引き上げに伴う対応措置

　消費税率１０％への引き上げ延期に伴い、低所得者対策として導入予定の軽減
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税率制度も２年半延期されることになった。しかし、軽減税率は何と言っても事

業者の事務負担が大きいうえ、税制の簡素化、税務執行コストおよび税収確保な

どの観点から問題が多く、税率１０％程度までは単一税率が望ましいことを改め

て明確にしておきたい。

　したがって、インボイスについては、単一税率であれば現行の「請求書等保存

方式」で十分対応できるものと考えるので、導入の必要はない。また、低所得者

対策では現行の「簡素な給付措置」の見直しで対応するのが適当であることを付

記しておきたい。

　また、税率引き上げに向けては消費税制度の信頼性と有効性を確保する観点か

らも、以下の対応措置が重要である。

（１）現在施行されている「消費税転嫁対策特別措置法」の効果等を検証し、中

小企業が適正に価格転嫁できるよう、さらに実効性の高い対策をとるべき

である。

（２）消費税の滞納防止は税率の引き上げに伴ってより重要な課題となる。消費

税の制度、執行面においてさらなる対策を講じる必要がある。

５．マイナンバー制度について　

　マイナンバー制度は２０１６年１月から運用が開始されたが、国民や事業者が

正しく制度を理解しているとは言い難い。政府は引き続き、制度の意義等の周知

に努め、その定着に向けて取り組んでいく必要がある。

　制度運用に当たっては、年金情報流出問題などを踏まえ、個人情報の漏洩、第

三者の悪用を防ぐためのプライバシー保護など制度の適切な運用が担保される措

置を講じるとともに、コスト意識を徹底することが重要である。また、国民の利

便性を高めるためには、ｅ－ＴａｘやｅＬＴＡＸを利用した場合の申告納税手続

きの簡素化や各種手当等の申請手続きの簡略化を図るべきである。

　今後は社会保障と税、災害対策となっている利用範囲をどこまで広げるかが大

きな課題となるが、広範な国民的議論が必要である。

６．今後の税制改革のあり方

　今後の税制改革に当たっては、①経済の持続的成長と雇用の創出②少子高齢化

や人口減少社会の急進展③グローバル競争とそれがもたらす所得格差など、経済

社会の大きな構造変化④国際間の経済取引の増大や多様化、諸外国の租税政策等

との国際的整合性――などにどう対応するかという視点等を踏まえ、税制全体を

抜本的に見直していくことが重要な課題である。
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Ⅱ．経済活性化と中小企業対策

　我が国経済は緩やかな回復基調を続けているが、その原動力とされるアベノミ

クスが曲がり角にさしかかったとの見方が強くなってきた。日銀の「異次元緩和」

に限界論が指摘され始めたうえ、依然として成長戦略が力強さを欠いているから

である。

　日銀の「異次元緩和」はアベノミクスの先導役を果たしてきた。しかし、国債

の大量購入により市場の流動性が低下したり、究極の緩和策として導入したマイ

ナス金利が想定された効果を示していない。これを市場では異次元緩和策の限界

と見て、円安・株高の流れに変調をきたすことになったと言える。

　肝心の成長戦略も「法人実効税率２０％台」こそ実現したものの、全体的に力

不足の感が否めない。「骨太の方針２０１６」が「成長と分配の好循環」をキーワ 

ードに打ち出した「保育士や介護士の待遇改善」や「同一労働同一賃金」は確か

に重要である。しかし、これらは経済政策というより社会政策的な性格が強く、

成長力を底上げしていくには、医療や農業分野などでの抜本的な規制改革が必要

なのである。

　真の経済再生に必要なのは、金融政策に過度に依存するのではなく、国民の実

質所得、個人消費、設備投資の好循環による持続的で力強い成長サイクルをいか

に構築するかである。そのためには地域経済と雇用を担う中小企業の力強い成長

も不可欠であり、税制面をはじめとした多角的な環境整備が求められよう。

１．法人実効税率について

　法人実効税率は平成２８年度２９.９７％、平成３０年度２９.７４％となり、

政府が目指していたドイツ並みの「２０％台」への引き下げが前倒しで実現した。

日本企業の国際競争力や外国企業の対日投資などの観点からみて大きな前進であ

る。

　ただ、ＯＥＣＤ加盟国の法人実効税率平均は約２５％、アジア主要１０カ国の

平均は約２２％となっており、これらと比較すると依然として税率格差が残って

いる。当面は今般の法人実効税率引き下げの効果等を確認しつつ、将来はさらな

る引き下げも視野に入れる必要がある。

２．中小企業の活性化に資する税制措置

　中小企業は我が国経済の礎であり、地域経済の担い手である。グローバル化な

ど時代や環境の変化の中で中小企業が存在感を確保し、経済社会への貢献を続け

られるような税制の確立が求められる。
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（１）中小法人に適用される軽減税率の特例１５％を時限措置（平成２９年３月

３１日まで）ではなく、本則化する。なお、直ちに本則化することが困難

な場合は、適用期限を延長する。また、昭和５６年以来、８００万円以下

に据え置かれている軽減税率の適用所得金額を、少なくとも１，６００万

円程度に引き上げる。

（２）租税特別措置については、税の公平性・簡素化の観点から、政策目的を達

したものや適用件数の少ないものは廃止を含めて整理合理化を行う必要は

あるが、中小企業の技術革新など経済活性化に資する措置は、以下のとお

り制度を拡充し、本則化すべきである。なお、中小企業投資促進税制の適

用期限が平成２９年３月３１日までとなっていることから、直ちに本則化

することが困難な場合は、適用期限を延長する。

　　①�中小企業投資促進税制については、対象設備を拡充したうえ、「中古設備」

を含める。

　　②�少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例については、損金算入額の

上限（合計３００万円）を撤廃する。

（３）中小法人課税について、適用される中小法人の範囲（現行　資本金１億円

以下）を見直すことが検討されているが、資本金以外の「他の指標（例え

ば、所得金額や売上高）」を使用した場合、毎年度金額が変動する、業種や

企業規模によってそれぞれ指標を定める必要がある等、経営面で混乱が生

じることが予想される。このため、中小企業の活力増大と成長の促進に資

する観点からも慎重に検討すべきである。

３．事業承継税制の拡充

　我が国企業の大半を占める中小企業は、地域経済の活性化や雇用の確保などに

大きく貢献しており、経済社会を支える基盤ともいえる存在である。その中小企

業が相続税の負担等により事業が継承できなくなれば、我が国経済社会の根幹が

揺らぐことになる。先般、納税猶予制度の改正で要件緩和や手続きの簡素化など

がなされたが、さらに抜本的な見直しが必要である。

（１）事業用資産を一般資産と切り離した本格的な事業承継税制の創設

　　　�　我が国の納税猶予制度は、欧州主要国と比較すると限定的な措置にとど
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まっており、欧州並みの本格的な事業承継税制が必要である。とくに、事

業に資する相続については、事業従事を条件として他の一般財産と切り離

し、非上場株式を含めて事業用資産への課税を軽減あるいは控除する制度

の創設が求められる。

（２）相続税、贈与税の納税猶予制度について要件緩和と充実

　　　�　上述の本格的な事業承継税制が創設されるまでの間は、相続税、贈与税

の納税猶予制度について要件緩和と充実を図ることを求める。

　　①�株式総数上限（３分の２）の撤廃と相続税の納税猶予割合（８０％）を

１００％に引き上げる。

　　②�死亡時まで株式を所有しないと猶予税額が免除されない制度を、５年経過

時点で免除する制度に改める。

　　③対象会社規模を拡大する。

（３）親族外への事業承継に対する措置の充実

　　　�　親族外承継に対応するため、納税猶予制度の適用対象範囲の拡大や、遺

留分に係る民法の特例制度が拡充されたものの、事業の円滑な承継を支援

するとの観点から、所要の措置を講じる。

（４）取引相場のない株式の評価の見直し

　　　�　取引相場のない株式の評価については、企業規模や業種によって多様で

ある。特に類似業種比準価額方式については、比較対象となる上場株式の

株価が上昇すると、それに伴い評価が上昇すること、また、配当、利益及

び純資産といった比準要素のあり方によって税負担が増大する可能性があ

ることが指摘されている。

　　　�　このため、円滑な事業承継に資する観点から、比較対象となる上場株式

の株価のあり方や比準要素のあり方を見直すことが必要である。
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Ⅲ．地方のあり方

　地方活性化には、国と地方の役割分担を見直し、財政や行政の効率化を図る地

方分権をさらに進めねばならないが、同時に現在推進中の地方創生戦略の深化も

極めて重要である。その共通理念として指摘しておきたいのは、地方の自立・自

助の精神である。

　地方創生戦略では、人口減少・超高齢化という直面する課題に対して、各地域

の自律的、持続的社会の実現を目指している。そのためには、それぞれの地方が

その特色と強みを生かすことが大事で、地元の産業や経済社会の実態に通じた民

間の知恵・工夫を最大限いかすよう求めてきた。

　しかし、現状ではこうした戦略が具体的に策定されているのか、また策定され

たとしてもそれが実行されているのか定かではない。まずはこれらについての検

証が必要であり、成功例があればそれを刺激剤に各地方が活性化を競っていくべ

きであろう。

　ただ、ふるさと納税制度で一部に見られるような換金性の高い商品券や高額ま

たは返礼割合の高い返礼品を送付するなどの過度な競争には問題があり、適切な

見直しが必要である。また、この制度は地方活性化という意味では有効だろうが、

住民税は居住自治体への会費であり、地方税の原則にそぐわないとの指摘がある

ことにも留意すべきである。

　異常な水準にまで悪化した我が国財政を考えると、国だけでなく地方の財政規

律の確立も欠かせない。とくに、国が地方の財源を手厚く保障している地方交付

税の改革をさらに進め、地方は必要な安定財源の確保や行政改革についても、自

らの責任で企画・立案し実行していく必要がある。

（１）地方創生では、さらなる税制上の施策による本社機能移転の促進、地元の

特性に根差した技術の活用、地元大学との連携などによる技術集積づくり

や人材育成等、実効性のある改革を大胆に行う必要がある。

（２）広域行政による効率化の観点から道州制の導入について検討すべきである。

基礎自治体（人口３０万人程度）の拡充を図るため、さらなる市町村合併

を推進し、合併メリットを追求する必要がある。

（３）地方においても、それぞれ行財政改革を行うために、民間のチェック機能

を活かした「事業仕分け」のような手法を広く導入すべきである。
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（４）地方公務員給与は、国家公務員給与と比べたラスパイレス指数（全国平均

ベース）が是正されつつあるものの、依然としてその水準は高く、適正水

準に是正する必要がある。そのためには国家公務員に準拠するだけでなく、

地域の民間企業の実態に準拠した給与体系に見直すことが重要である。

（５）地方議会は、大胆にスリム化するとともに、より納税者の視点に立って行

政に対するチェック機能を果たすべきである。また、高すぎる議員報酬の

一層の削減と政務活動費の適正化を求める。行政委員会委員の報酬につい

ても日当制を広く導入するなど見直すべきである。

Ⅳ．震災復興

　東日本大震災については５年間の集中復興期間を終え、本年４月から「復興・

創生期間（平成２８年度～３２年度）」に入ったが、被災地の復興、産業の進展は

いまだ道半ばである。今後の復興事業に当たってはこれまでの効果を十分に検証

し、予算を適正かつ迅速に執行するとともに、原発事故への対応を含めて引き続

き、適切な支援を行う必要がある。また、被災地における企業の定着、雇用確保

を図る観点などから、実効性のある措置を講じるよう求める。

　また、本年４月に起こった熊本地震についても、東日本大震災の対応などを踏

まえ、適切な支援と実効性のある措置を講じ、被災地の確実な復旧・復興の実現

に向けて取り組まねばならない。

　さらに、今後も大規模な災害が発生すると予想されていることから、「大規模自

然災害を想定した税制」の整備について検討することも必要であろう。

Ⅴ．その他

１．納税環境の整備

　行財政改革の推進と納税者の利便性向上、事務負担の軽減を図るため、国税と

課税基準を同じくする法人の道府県民税、市町村民税、法人事業税の申告納税手

続きにつき、地方消費税の執行と同様に、一層の合理化を図るべきである。

２．租税教育の充実

　税は国や地方が国民に供与する公共サービスの対価であり、国民全体で等しく

負担する義務がある。また、税を適正に納め、税の使途についても厳しく監視す

ることが重要である。しかしながら、税の意義や税が果たす役割を必ずしも国民

が十分に理解しているとは言いがたい。学校教育はもとより、社会全体で租税教

育に取り組み、納税意識の向上を図っていく必要がある。

─ 10─



≪税目別の具体的課題≫

１．法人税関係

（１）役員給与の損金算入の拡充

　　①役員給与は原則損金算入とすべき

　　　�　現行制度では、役員給与の損金算入の取り扱いが限定されており、とく

に報酬等の改定には厳しい制約が課せられている。役員給与は、本来、職

務執行の対価であり、原則損金算入できるよう見直すべきである。

　　②同族会社も利益連動給与の損金算入を認めるべき

　　　�　経営者の経営意欲を高め、企業に活力を与える観点から、同族会社にお

ける役員の利益連動給与についても、一定の要件のもと、損金処理を認め

るべきである。

（２）公益法人課税

　　　�　政府は、公益法人課税のあり方について検討を行うこととしているが、

民間非営利部門の活動の健全な発展を促進するという公益法人制度改革の

趣旨を踏まえ、慎重に検討を行うべきである。

２．所得税関係

（１）所得税のあり方

　　①基幹税としての財源調達機能の回復

　　　�　国民がその所得に応じて負担する所得税は重要な基幹税の一つであるが、

各種控除の拡大などにより空洞化が指摘されて久しい。基幹税としての財

源調達機能を回復するためにも、所得税は広く国民全体で負担していくも

のとすべきである。

　　②各種控除制度の見直し

　　　�　各種控除は、社会構造変化に対応して合理的なものに見直す必要がある。

とくに、人的控除については累次の改正で複雑化しているため整理・合理

化を図るべきである。なお、女性の社会進出に向けて「配偶者控除」のあ

り方について議論されているが、税制だけでなく社会保障制度の見直しな

ど多角的な視点から検討する必要があり、働き方の違い等によって有利・

不利が生じないよう、慎重に検討すべきである。
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　　③個人住民税の均等割

　　　�　地方税である個人住民税の均等割についても、応益負担原則の観点から

適正水準とすべきである。

（２）少子化対策

　　　�　少子化対策は、保育所の充実など本来的には国及び地方自治体が財政・

行政面で総合的な施策を講じることが肝要であり、子育て支援等の税制上

の支援措置はその一環として検討すべきである。

３．相続税・贈与税関係

（１）相続税の負担率はすでに先進主要国並みであることから、これ以上の課税

強化は行うべきではない。

（２）贈与税は経済の活性化に資するよう見直すべきである。

　　①贈与税の基礎控除を引き上げる。

　　②相続時精算課税制度の特別控除額（２,５００万円）を引き上げる。

４．地方税関係

（１）固定資産税の抜本的見直し

　　　�　地価は全国ベースでほぼ下げ止まり、三大都市圏や地方中核都市では上

昇に転じる傾向にある。こうした中で固定資産税については負担感が強い

との指摘がなされている。このため、都市計画税と合わせて評価方法およ

び課税方式を抜本的に見直すべきである。

　　　�　また、固定資産税は賦課課税方式であり、納税者自らが申告するもので

はないことから、制度に対する不信感も一部見受けられる。地方自治体は、

税の信頼性を高めるための努力が必要である。

　　①�商業地等の宅地を評価するに当たっては、より収益性を考慮した評価に見

直す。

　　②居住用家屋の評価は経過年数に応じた評価方法に見直す。

　　③�償却資産については、「少額資産」の範囲を国税の中小企業の少額減価償却

資産（３０万円）にまで拡大する。また、将来的には廃止も検討すべきで
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ある。

　　④�国土交通省、総務省、国税庁がそれぞれの目的に応じて土地の評価を行っ

ているが、行政の効率化の観点から評価体制は一元化すべきである。

（２）事業所税の廃止

　　　�　市町村合併の進行により課税主体が拡大するケースも目立つ。事業所税

は固定資産税と二重課税的な性格を有することから廃止すべきである。

（３）超過課税

　　　�　住民税の超過課税は、個人ではなく主に法人を課税対象としているうえ、

長期間にわたって課税を実施している自治体もある。課税の公平を欠く安

易な課税は行うべきでない。

（４）法定外目的税

　　　�　法定外目的税は、税の公平性・中立性に反することのないよう配慮する

とともに、税収確保のために法人企業に対して安易な課税は行うべきでは

ない。

５．その他

（１）配当に対する二重課税の見直し

　　　�　配当については、現行の配当控除制度で法人税と所得税の二重課税の 

調整が行われているものの不十分であり、さらなる見直しが必要である。

（２）電子申告

　　　�　国税電子申告（ｅ－Ｔａｘ）の利用件数は、年々拡大してきているが、

制度の一層の利便性向上を図るために、地方税の電子申告（ｅＬＴＡＸ）

との統一的な運用を検討すべきである。
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≪個別法令・通達関係≫

Ⅰ．法　令　関　係

１．法人税関係

［無形減価償却資産］

（１）電算機のソフトウェアは無形減価償却資産として５年償却となっているが、

技術革新の加速化を考慮し、期間を３年に短縮すること。

［引当金の損金算入］

（２）引当金について、次のとおり損金算入を認めること。

　　①�退職給与引当金は、将来確実に発生する債務を引き当てるものであること

から、その繰入について損金算入を認めること。

　　②�賞与引当金は、潜在的には各月に発生する未払い費用としての性格を有し

ていることから、その繰入について損金算入を認めること。

［電話加入権の損金算入］　

（３）電話加入権については、自動車電話加入権や携帯電話加入権がすでに非償

却資産から減価償却資産に変更されていることもあり、同様の扱いとする

こと。

［耐震補強等に係る工事を実施した場合の優遇措置］

（４）建物等の構造物に対する耐震補強工事を実施した場合、特別償却または税

額控除制度を設けること。

［法人税の延納］

（５）不況時等における資金繰りに考慮し、昭和５９年に財源対策等から廃止さ

れた法人税の延納制度を復活すること。なお、その際合わせて利子税率を

軽減すること。

［申告書の提出期限］

（６）会社法上の諸手続きを含めた決算事務を２か月以内に完了することが困難

であるため、法人税の確定申告書の提出期限を事業年度終了後３か月以内

（現行２か月以内）とすること。
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２．所得税関係

［土地・建物等の損益通算］

（１）土地・建物等の譲渡により生じた譲渡損失の損益通算および繰越控除を認

めること。

［不動産所得の負債利子の損益通算］

（２）土地等に係る負債利子については、不動産所得の計算上生じた損失がある

場合に、他の所得との損益通算が認められないこととなっているが、この

取扱いはバブル期の措置として設けられたものであり、また所得の計算上、

本来認められるべきものであることから損益通算を復活すること。

［医療費控除］

（３）医療費控除については、最近の医療費の実態に即して、最高限度額を

３００万円（現行２００万円）に引き上げること。

［源泉納付］

（４）源泉所得税の１月の納付期限については、年末調整事務や年末年始の休暇

等の特殊事情、および週休二日制の普及を考慮し、「納期限の特例」適用

者以外の源泉徴収義務者に対しても１月２０日（現行１月１０日）とする

こと。

３．相続税・贈与税関係

［保険金・死亡退職金の非課税限度額］

（１）保険金・死亡退職金の非課税限度額については、昭和６３年度の改正で法

定相続人一人当たり５００万円とされたが、相当期間経過しているので、

１,０００万円に引き上げること。

［相続財産からの控除］

（２）相続開始後に発生する相続に伴う費用（遺言執行費用、税理士・弁護士報

酬等）は、相続税の課税財産から控除すること。

［被相続人の保証債務の弁済］

（３）相続後の一定期間内に保証債務の履行があり、その求償権の行使が不能の

場合、更正の請求ができるようにすること。
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［贈与税の配偶者控除］

（４）贈与税における居住用不動産の配偶者控除額２,０００万円は、昭和６３

年以来据え置かれているので、３,０００万円に引き上げること。

４．消費税関係

［消費税の確定申告書の提出期限］

（１）消費税の確定申告書の提出期限は、前述の法人税の確定申告書の提出期限

に合わせ、課税期間終了後３か月以内（現行２か月以内）とすること。

　　　なお、上記改正が行われるまでの間においても、法人税の申告期限の延長

特例を受けている法人については、消費税についても申告期限の延長を認

めること。

［消費税の届出書の提出期限］

（２）消費税の各種届出書の提出は、消費税の申告・納付上、納税者にとって重

要な事項であるが、その提出の失念により納税者が思わぬ不利益を被るこ

とがあり、また、慎重な判断が必要な場合もあることから、前課税期間の

消費税の確定申告書の提出期限（現行は課税期間の開始日の前日）まで延

長すること。

５．印紙税関係

［印紙税］

　�印紙税については、電子取引の拡大や手形決済の省略など、取引慣行の変化に

伴い、課税根拠が希薄化している。文書作成の有無による課税は公平性を欠く

ので廃止すること。

６．地方税関係

［固定資産税］

（１）固定資産税の免税点については、平成３年以降改定がなく据え置かれてい

るため、大幅に引き上げること。

（２）建物等の構造物に対する耐震補強工事を実施し、資産価値が上昇した場合

の固定資産税や都市計画税は減免すること。
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［法人事業税］

（３）法人事業税について次のとおり改正すること。

　　①�資本金１,０００万円以上で３都道府県以上に事業所を有する法人の法人

事業税については、所得区分別の軽減税率が適用されないこととなってい

るが、この制度を廃止すること。

　　②�二以上の地方自治体に事務所または事業所を有する法人の法人事業税・住

民税の申告納税は、本店所在地において一括して行うことができるように

すること。

［個人住民税］

（４）納入先市区町村が複数ある場合の個人住民税の特別徴収については、特別

徴収義務者の事務の簡素化等に資するため、納入先市区町村別の明細書を

添付することにより、当該事業所を所轄する市区町村において、一括納入

ができるようにすること。

　　　また、合わせて地方税の申告書・納付書の規格、様式の統一を図ること。

［欠損金繰戻し還付制度・延納制度］

（５）住民税・事業税についても、法人税と同様に欠損金繰戻し還付制度を創設

すること。また、地方税にも延納制度を設けること。

［償却資産］

（６）固定資産税のうち、償却資産の評価にあたっては、納税者の事務負担軽減

の観点から、法人税の減価償却資産と連動させ、賦課期日を各法人の事業

年度末とすること。
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Ⅱ．通　達　関　係

１．法人税関係

［修繕費］

（１）資本的支出と修繕費の区分が不明確である場合の形式的区分基準について、

修繕費としての認定の範囲を次のとおり改めること。

　　①�修理・改良等に要した金額が１００万円（現行６０万円）に満たない場合

　　②�修理・改良等に要した金額が取得価額のおおむね２０％（現行１０％）相

当額以下である場合

［借地権］

（２）相当の地代の認定基準概ね６％程度については、地代の収益状況および金

利水準の変化に応じて見直しを行い、当面３％程度に引き下げること。

２．相続税関係

［取引相場のない株式の評価］

（１）類似業種比準方式の斟酌率を、中会社および大会社についても５０％に引

き下げること。

（２）純資産価額方式による評価にあたっては、従業員退職金の期末要支給額の

全額を負債として取り扱うこと。
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はじめに

　本年の「税制改正に関する提言」は安倍晋三政権の経済政策「アベノミク

ス」が“曲がり角”に差しかかったとの基本認識を背景にしています。それ

は景気動向、税財政政策を問わず指摘されているからです。

　景気動向で最も顕著な例は円安・株高の流れが変調をきたしていることで

す。その主因は日銀による異次元緩和の限界論にあります。デフレ脱却に向

けて導入した究極の異次元緩和策ともいえるマイナス金利が想定した効果を

発揮しないため、市場では金融政策に限界がきたとみているのです。

　ただ、デフレ脱却と経済再生が金融政策だけで達成できないことは当初か

ら予想されていました。つまり、金融政策が効果を発揮している間に成長戦

略によってどう成長力を底上げするかが極めて重要だったのです。

　法人実効税率「２０％台」への引き下げ実現は、一つの大きな成果でしょ

う。しかし、柱となるべき規制改革には息切れ症状がでており、提言ではさ

らに岩盤規制に切り込むよう厳しく指摘した次第です。合わせて、アベノミ

クス効果が十分に浸透していない中小企業にも、成長を促すような税制措置

を求めています。

　税財政政策の“曲がり角”は、言うまでもなく消費税率１０％への引き上

げ再延期です。社会保障と税の一体改革の法制化で引き上げ時期が担保され

ていたにもかかわらず、またしても国民の納得できる説明もないまま重大な

政策変更が行われたのです。

　これは明らかな財政規律の緩みであり、財政健全化に大きな悪影響を及ぼ

すだけでなく、国民の将来不安を増幅し成長をも阻害しかねません。このた

め、本提言では強固な財政規律の確立と、歳出・歳入両面からの改革を改め

て求めた次第です。

　

◇　　　　　　　　　◇

　本解説は、税制委員会の議論を踏まえて策定された提言の背景などを、

各会の役員・税制委員はじめ多くの方々に理解していただくよう、税制顧

問の岩崎慶市がポイントを絞って執筆したものです。



Ⅰ．税・財政改革のあり方

拡大する「受益」と「負担」の不均衡

　まず、通称「ワニの口」と呼ばれるグラフ（資料Ⅰ）を見ていただきた

い。国の一般会計の歳出と税収の経緯を折れ線グラフにしたもので、バブ

ル崩壊後、ほぼ一貫して両者の折れ線の乖離がワニの口のように開いてい

ることからこう呼ばれています。そして、ここに我が国財政の矛盾が凝縮

されているのです。

　歳出というのは国の行政サービスですから国民にとっての「受益」です。

税収は言うまでもなく国民が「負担」したものです。健全な財政なら「受

益」と「負担」は均衡するわけですが、我が国財政はひたすら不均衡を拡

大し続けてきたのです。

　不均衡は国債、つまり借金で埋めなければなりません。このため、その

残高は今年度で８３８兆円と対ＧＤＰ比で１．６倍に達し、地方債を含め

ると長期債務残高は１０６２兆円とＧＤＰの２倍に上っています。これは

先進国の中で突出して高い水準であり、財政危機に陥ったギリシャよりも

悪化してしまったのです。

　国債残高の増加を時系列的にみると、急速に増え始めたのはバブル崩壊

以降であり、今年度までの２６年間で増加額は約６６４兆円と残高全体の

８割方を占めています。その主な内訳を分析すると、「受益」、つまり歳出

では１９９０年代が公共事業、近年は社会保障費が圧倒的となり、国債の

種類も建設国債から赤字国債に移行しています。しかも、好不況を問わず

国債残高は一貫して増加を続けています（資料Ⅱ参照）。

好況時も不均衡是正の政策取らず

　これは何を意味しているのでしょうか。公共事業でいえば、不況時には

景気対策により歳出を拡大し、好況時も景気の持続と成長の成果還元を大

義名分に歳出を削減しなかったのです。社会保障費は高齢化社会の急進展

による構造的な財政需要の増大が主因ですが、不況時には低所得者支援の

拡大、好況時には「成長の分配」を理由とした「社会保障の充実」策を実

施したため歳出抑制が不十分になったといわれています。

　一方、「負担」の方はどうかというと、これも「受益」と同じようなパタ 

ーンです。不況の時は景気対策を目的とした減税、好況の時は景気の持続
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と「成長の分配」を大義名分とした増税の回避です。つまり、常に「受益」

に見合った「負担」の確保を怠ってきた結果が、不均衡を拡大し極度に悪

化した財政を生んだのです。

消費税引き上げ再延期は財政規律の緩み

　この無責任ともいえる財政政策が財政規律の緩みに起因しているのは明

らかです。時の政権は国民の支持を得ようと、国民に痛みを求める改革を

敬遠する傾向にあります。もちろん、景気対策で財政出動を行わなかった

小泉純一郎政権のように、財政規律を守って歳出改革を断行したケースは

あります。しかし、この小泉改革でさえ「負担」の確保には至りませんで

した。

　何とか「受益」と「負担」の問題を正面からとらえようとしたのは、民

自公（当時）の３党合意による「社会保障と税の一体改革」です。消費税

率を１０％に引き上げることで社会保障の安定財源を確保し、持続可能な

社会保障制度の確立と財政健全化の両立を目指したのです。ところが、ま

たまたこれが綻びを見せてしまったのです。

　それは言うまでもなく、消費税率１０％への引き上げ再延期を指します。

消費税率は２０１４年４月に５％から８％に引き上げられましたが、さら

に２０１５年１０月に１０％へ引き上げられる予定でした。これが２０１

７年４月に延期され、今回はさらに２０１９年１０月へと２年半も再延期

されたのです。

根拠に乏しい再延期の理由

　その理由ですが、最初の延期は「深刻な景気悪化」を条件に一体改革関

連法で明記された「景気弾力条項」を適用しました。政府・日銀の景気判

断は当時も「緩やかな回復基調」だったのですから、弾力条項適用には無

理があったわけですが、今回の再延期の理由はこれと比べてもはるかに説

得力を欠いています。

　というのは、最初の延期の際に「リーマンショック級の危機が発生しな

い限り再延期しない」として景気弾力条項は削除されたのです。ところが、

今回の再延期で示された理由は「リーマンショック並みのリスクが生じる

懸念がある」という実にあいまいで不可解なものでした。

　我が国経済の現状はデフレの完全脱却には至っていないものの、消費税
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率８％への引き上げによる景気への影響もほぼ解消し回復基調を続けてい

ます。しかも、今回の引き上げ幅は前回より少ない２％であるうえ、引き

上げを経験したことで国民の心理的抵抗力も増していると思われます。従 

って景気への悪影響は前回よりはるかに小さく、相応の景気対策を行えば

十分に吸収できたとみられるのです。

　世界経済も中国など新興国経済の減速リスクはありますが、肝心の米経

済は拡大を続けており、英国の欧州連合（ＥＵ）離脱問題も当面のリスク 

は回避されています。つまり、世界的金融危機を引き起こしたリーマンシ 

ョックと現状を比較すること自体、どう見ても無理があるのです。

　この極めて根拠に乏しい消費税引き上げ再延期という政策変更を、財政

規律の緩みと言わずして何と言ったらいいのでしょう。景気が悪化局面で

はなく回復基調にある中でも「負担」が確保できないなら、「受益」とのギ 

ャップは永遠に埋まらず財政は悪化し続けるでしょう。本提言が改めて財

政規律の問題を厳しく問い直しているのはこのためです。

財政健全化の中間目標は達成不可能に

　消費税引き上げ再延期が財政健全化に及ぼす悪影響は、すでに顕在化し

ています。消費税２％分の税収が得られないため、２０１８年度の国と地

方を合わせた基礎的財政収支（プライマリーバランス＝ＰＢ）赤字対ＧＤ 

Ｐ比１％程度という財政健全化計画の中間目標が事実上達成不可能になっ

たのです。この中間目標は「骨太の方針２０１５」で新たに掲げたもので

す。その旗をたった１年で降ろしてしまうようでは、政府目標としての重

み、そして健全化に取り組む政権の本気度が問われて当然でしょう。

　２０２０年度のＰＢ黒字化目標は、２０１９年１０月の消費税率１０％

を確実に実施すれば直接的な影響は何とか避けられるでしょう。ＰＢは国

債関連の収支を除いた単年度収支だからです。ただ、もう一つの目標であ

る債務残高対ＧＤＰ比の安定的引き下げについては、仮に消費税引き上げ

再延期に伴う不足税収分を国債でカバーしようとするなら深刻な影響が避

けられません。

極めて危うい２０２０年度のＰＢ黒字化

　いや、そもそも２０２０年度のＰＢ黒字化目標は消費税を１０％に引き

上げても極めて達成が危ういのです。内閣府が本年７月に更新した「中長 
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期の経済財政に関する試算」（資料Ⅲ参照）によると、消費税率１０％を織

り込んだ上、名目成長率３％台後半という高い成長を前提とした「経済再

生ケース」でも、２０２０年度には５．５兆円の赤字が残るのです。

　しかし、「骨太の方針２０１６」は、依然としてこの赤字を解消するため

の具体的道筋は示さず、税の自然増収に頼ろうとしているのが実情です。

内閣府試算は２０２０年度に今年度を１１兆円以上も上回る７０兆円近い

バブル期並みの国税収入を見込んでも、国のＰＢ赤字は１１．４兆円に上

ると弾いているのです。しかも、税収というのは景気次第で上振れもすれ

ば下振れもします。すでに来年度税収は大きく伸び悩むと見られており、

政府の見通しの甘さを指摘せざるを得ません。

せめて中間目標での歳出抑制数値は実現を

　歳出面の甘さも同様です。来年度予算の概算要求基準（シーリング）で

は、またも歳出上限の設定が見送られました。さらに問題なのは、今年度

の第２次補正予算などで対応する大規模な経済対策の財政措置です。政府

は赤字国債の増発は避けるとしていますが、建設国債と前年度剰余金を想

定しており財政健全化に逆行します。公共投資を目的とする建設国債とい

えども普通国債に変わりはありませんし、剰余金は主に国債償還に充てる

のが筋だからです。

　このため、本提言では政府が中間目標設定に伴って示した歳出面の目安

である２０１８年度までの３年間で政策経費の増加額を１．６兆円（社会

保障費１．５兆円、その他０．１兆円）程度に抑制するという数値は確実

に達成するよう強く求めました。消費税率引き上げ再延期による歳入不足

で中間目標達成が事実上不可能になったのですから、せめて歳出で強力に

歯止めをかけねばならないのは当然のことなのです。

　そして、２０２０年度のＰＢ黒字化目標に向けては、改めて歳出・歳入

一体改革で取り組むよう求めました。これは小泉改革末期の「骨太の方針

２００６」を念頭に置いたもので、歳入については安易な税の自然増収を

前提とすることなく、また歳出については聖域を設けずに分野ごとの具体

的な削減の目標と方策を工程表に明示して着実に実行する方法です。

国債の信認低下が及ぼす影響

　また、本提言は国債信認の問題について重ねて強い懸念を表明していま
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す。周知のように財政悪化は財政（国債）の信認低下→国債金利の上昇→

国債の利払い費増加（国の借金増）→さらなる財政悪化―という負のスパ

イラル（資料Ⅳ参照）を描いて最後は財政破綻に至ります。

　当然ながら、長期金利の指標である国債金利の急上昇（価格は下落）は

国債を大量に保有する金融機関の財務を直撃し、企業や個人の借り入れも

難しくします。国債は地方債や企業の社債のベンチマークでもありますか

ら、資金調達に大きな悪影響を及ぼします。つまり、国債の信認低下は民

間経済をも左右するのです。

　我が国の財政はギリシャよりも悪化しているのですから、本来ならすで

に財政危機に陥っていてもおかしくありません。なぜそうならなかったの

か。一つには租税負担率が国際的にみて低く増税余地が大きいこと、さら

に膨大な家計金融資産や経常収支黒字があったためといわれていました。

しかし、いまや金融資産も経常黒字も国債の信認を支える水準を維持でき

なくなりつつあります。

日銀の国債購入積み増しに限界論

　それでも長期金利が異常な水準に低下しているのは、ひとえに日銀の異

次元緩和によるものです。つまり、国債を年間８０兆円のペースで買い増

しているからで、その保有額は４００兆円を上回りＧＤＰ比で７割に達し

ています。これは同じく量的緩和を進める欧州中央銀行（ＥＣＢ）の１割、

出口戦略に入った米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）の１割強に比べて異常

な水準にあります。

　この結果、需給がタイトとなったことで市場機能の低下まで懸念され、

日銀がこれ以上国債を買い入れるのは無理ではないかとの限界論が出てき

たのです。これは日銀にとって財務上のリスク増大も意味します。異次元

緩和はいつか転換するわけで、保有国債の評価額が大幅に下落する可能性

があるからです。そうなれば日銀だけでなく、指摘したように民間金融機

関の財務も直撃しますから、通貨信認の揺らぎや金融不安にもつながるで

しょう。そうしたリスクを顕在化させないためにも、政府は財政健全化に

取り組まねばならないのです。

「社会保障の充実」の先行実施が焦点に

　消費税率１０％への引き上げ再延期は、財政健全化だけでなく社会保障
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も直撃します。社会保障と税の一体改革の一方の柱を変更したのですから

当然のことです。とりわけ焦点になっているのは「社会保障の充実」につ

いてです。

　一体改革による消費税増収分の使途内訳（資料Ⅴ参照）をみてみましょ

う。今年度と税率１０％時を比較してみると、基礎年金国庫負担割合２分

の１引き上げ分はすでに税率８％時に確保されたので、配分額が変更を余

儀なくされるのは後代への負担つけ回しの軽減、消費税率引き上げに伴う

社会保障４経費の増、社会保障の充実です。税率引き上げの再延期で財源

が確保できないのですから、一体改革の理念に照らせば配分額の増額も先

送りするのは当然のことですが、安倍政権は社会保障の充実だけを先行実

施しようとしているのです。

先行実施の財源は給付の見直しで

　社会保障の充実では今年度で１．３５兆円が子ども・子育て支援の充実、

医療介護の充実、年金制度の改善などに充てられました。税率１０％時に

は２．８兆円が予定されています。安倍政権はこのすべては無理としつつ

も、保育士や介護士のさらなる処遇改善、年金受給資格期間の短縮などを

「ニッポン１億総活躍プラン」や「骨太の方針２０１６」に盛り込んで実

施しようとしています

　確かに保育士や介護士の賃金は他産業を大きく下回っており、待遇改善

は極めて重要です。少子化対策や超高齢化対策を進める上では不可欠とも

いえます。問題は財源です。安倍政権は「赤字国債は財源にしない」と表

明しましたが、具体的な財源は明確になっていません。このため、本提言

は仮に先行実施するなら財源は安定的でなければならず、それは給付面の

見直しで捻出すべきだとしました。そうした規律ある厳しい姿勢で取り組

まなければ、一体改革の理念が失われるだけでなく、将来も持続可能な社

会保障制度の確立と財政健全化の両立は期待できないからです。

「２０２５年問題」と給付削減の必要性

　ここで、改めて今後の社会保障給付費の推計をご覧いただきましょう（資

料Ⅵ参照）。２０１２年度に１０９．５兆円だったのが２０２５年度には

１．３６倍の１４８．９兆円と１５０兆円の大台に迫る勢いです。内訳を

みると、増加率では介護が２．３４倍と年金の１．１２倍、医療の１．５
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４倍を上回りますが、金額では医療が２０兆円近く増加し５４兆円と年金

の６０．４兆円に迫ります。団塊の世代がすべて後期高齢者になるからで、

これが「２０２５年問題」と呼ばれる所以です。

　社会保障給付費は公費（税金）と保険料を財源としており、すでに国の

公費である社会保障費は一般会計歳出の３分の１、いわゆる政策的経費で

ある一般歳出の半分以上を占める断トツに大きい歳出分野となっています。

このまま給付が増加すれば一定の公費負担の増加は避けられず、増税か借

金で賄うしかありません。このため、給付を「重点化・効率化」でいかに

抑制し、かつ医療・介護分野では適正な自己負担をどう確保するかが重要

なのです。それなしには増税に際限がなくなる恐れがあるのです。

　給付の抑制は社会保障の充実の安定財源捻出についてだけでなく、財政

健全化の中間目標に伴う政策経費の増加額抑制にも直接的に関係します。

すでに指摘したように、これは２０１８年度までの３年間で政策経費を

１．６兆円程度の増加に抑制するというものですが、このうち１．５兆円

が社会保障分野なのです。客観的にみてなかなか厳しい数字のようですが、

これを着実に抑制しなければ政策経費の増加額抑制目標も達成できないの

です。

先進各国の年金支給開始は６７～６８歳

　さて、社会保障の個別分野についてですが、年金では昨年に引き続き小

手先ではない抜本的な見直しを求めました。このうち、「マクロ経済スライ

ド」については一応実施の運びになっていますが、「支給開始年齢の引き上

げ」や「高所得者の基礎年金国庫負担分の給付削減」には依然として政府

の腰が引けています。

　先進各国の支給開始年齢をみると、６５歳への引き上げ途中である日本

以外はほとんどが６７～６８歳で、すでに実施されているか近く実施する

予定です（資料Ⅶ参照）。年金制度の性格上、引き上げ決定から実施まで相

当な期間を要することを考慮すると、日本は周回遅れどころか２周も３周

も遅れをとっているわけです。高所得者の給付削減にしても、税金で負担

している分を削減するだけなら財産権の侵害にはならず、むしろ拡大する

高齢者の所得格差是正に役立つでしょう。
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依然として下がらない本体の診療報酬

　次に医療についてですが、今年度が２年に１度の改定年に当たるとして

注目された診療報酬は何とか引き下げられました。しかし、これはジェネ

リックの普及率向上などにより「薬価」が大幅引き下げとなったためで、

肝心の医師の人件費等にあたる「本体」は０．４９％のプラス改定となり

ました。これまでの解説でも説明してきたように、問題は医師不足と医療

の充実を理由に優遇されてきた「本体」なのです。とくに開業医は病院勤

務医と比較にならないほど高いにもかかわらず、配分見直しは遅々として

進んでいません。医師の人件費の財源構成をみると、患者の自己負担は一

部であり多くは税金と保険料であることを納税者は認識すべきでしょう。

　もちろん、「薬価」もさらに引き下げる必要があります。ジェネリックの

普及率はここ数年、かなり上昇してきましたが、米国の９割、ドイツの８

割に比べれば十分ではなく、８割の普及率目標は前倒しで達成すべきでし 

ょう（資料Ⅷ参照）。あわせて先発医薬品の価格適正化も進めなければなら

ず、診療報酬改定も「薬価」については毎年行う必要があります。

負担能力に応じた公平な負担と給付を

　また、問題視されている医療費の地域格差に対応した都道府県ごとの医

療費適正化を促進し、その実施状況を国民、住民に分かりやすく“見える

化”する必要があります。“見える化”の必要性は介護費についてもいえま

す。医療・介護費の軽減につながるとして政府も力を入れ始めた健康寿命

問題でも、対策と効果の因果関係を客観的にデータ分析し分かりやすく説

明することが重要です。

　そして、極めて限られた財源の中で今後の社会保障制度のあり方を考え

ると、負担能力に応じた公平な負担と給付の適正化が不可避となるでしょ

う。前述した高所得者の年金給付削減もその一つですが、医療や介護サー

ビスでの高所得高齢者の負担のあり方などについても本格的な議論に入る

必要があります。公的保険のカバー範囲についてももっと本質的な議論が

望まれます。
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改めて「税率１０％なら単一税率で」を強調

　ここまで消費税率１０％への引き上げ再延期が及ぼすさまざまな影響に

ついて指摘してきましたが、この再延期で議論が冷めてしまった問題があ

ります。それは税率引き上げに伴い低所得者対策として導入予定となって

いた軽減税率制度とインボイス方式のことです。これが税率引き上げ再延

期と同様に導入が２年半延期されたため、ほとんど議論の対象となってい

ません。

　しかし、法人会はこれまで繰り返し①税率１０％程度までは単一税率が

望ましい②単一税率ならインボイスは不要で現行の「請求書等保存方式」

で対応できる③低所得者対策は現行の「簡素な給付措置」の見直しで対応

すべき―と主張してきました。このため、本提言も改めてこの考え方を確

認しました。そうすれば導入延期期間中に軽減税率制度の是非論が再燃す

ることも期待できなくはないからです。

政府の軽減税率制度案でも混乱は必至

　なにしろ軽減税率制度は多くの欠点を有しています。その一つは軽減税

率対象品目の線引き問題で、政府が示した案でも混乱するのは必至でしょ

う。そして、中小企業にとってはインボイス導入による事務負担の大きさ

が深刻な問題です。現在は商品を大きなくくりで分類した請求書をまとめ

て記帳すればいいのですが、インボイス方式だと請求書に個別の商品ごと

の税率と税額を記載し、記帳も毎日のように行う必要があるからです。

　さらに、税収の問題です。軽減税率は指摘したような欠点を有している

のに、それを実施すれば軽減分の税収まで逸失してしまいます。逸失税収

を取り返すには標準税率を上げねばなりませんが、その議論はありません

から当初の想定税収に穴が空きます。従って２０２０年度のＰＢ黒字化と

いう財政健全化目標にもその影響は及ぶでしょう。

本格的な議員削減と政治資金の使途適正化を

　消費税と行革の関係についても触れておきましょう。「行革の徹底」は増

税で国民に痛みを求めるうえでの前提でした。そして、「まず隗より始めよ」

の精神でその先頭に立つべき存在はいうまでもなく地方を含めた政府・議

会なのです。この肝心な改革が遅々として進んでいないのです。
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　例えば衆議院は「０増１０減」でお茶を濁しています。なぜなら、この

議員定数削減は選挙制度をめぐる「一票の格差」是正を目的にしたもので

あり、本格的な定数削減には至っていないからです。さらに、本提言は政

治資金の不適切な支出にも厳しく苦言を呈しました。前東京都知事の問題

を念頭に置いたもので、税金が含まれる政治資金の使途の適正化を図るた

めには政治資金規正法の見直しが必要であることにも言及しました。

マイナンバー制度と新たな税制改革

　マイナンバー制度については、２０１６年１月から運用が開始されまし

たが、カード発行手続きの遅れなどもあり国民や事業者の理解が進んでい

ないのが実情です。このため、政府には引き続き制度の意義を周知させ、

その定着を図るよう求めました。

　さらに、今後の制度運用にあたっては、プライバシーの保護に万全を期

すと同時に、現行では社会保障と税、災害対策となっている利用範囲をど

こまで広げるかについて国民的議論が必要であることを指摘しました。金

融所得や世帯収入の把握などに利用されていけば、これから本格化すると

いわれる所得控除の見直しをはじめとした所得税の抜本改革など新たな制

度設計にも資するからです。

Ⅱ．経済活性化と中小企業対策

曲がり角のアベノミクス

　アベノミクスが曲がり角に差し掛かったとの指摘の背景には、“３本の矢”

の一つである日銀の「異次元緩和」に限界論がでてきたことがあります。

これにより、我が国企業の業績や設備投資、個人消費を支えてきた円安・

株高が明らかに変調をきたしたからです。

　確かに、「異次元緩和」はマイナス金利という文字通り異次元の政策にま

で踏み込んだにもかかわらず、金融機関の貸し出しは想定した伸びを示さ

ず、むしろ収益圧迫などの副作用が指摘される状況となっています。国債

市場も前述したように、日銀の大量購入による積み増しが続いているため、

市場の流動性が著しく低下し市場機能と長期金利の不安定化が指摘されて

います。
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　「異次元緩和」は始まって３年半が経過しました。２％のインフレ目標

達成期間は当初、２年としていたのに、いまだに達成時期が不透明なので

す。原油価格の急落が大きな理由なのは確かですが、アベノミクス自体に

も問題があります。

金融政策に頼らぬ成長戦略を

　そもそも、金融政策だけでデフレを完全に脱却し経済を本格再生するに

は無理があり、「異次元緩和」はあくまでアベノミクスの先導役だったので

す。つまり、この効果があるうちに最も重要な矢である成長戦略を軌道に

乗せる必要があったわけです。いってみれば、「異次元緩和効果」によるモ

ラトリアム期間を活かしきれなかったということでしょう。

　もちろん、成長戦略が全く駄目だったわけではありません。法人実効税

率は法人会も求めていた「２０％台」を前倒しで実現しました。しかし、

成長戦略の柱である規制改革では息切れが目立ちます。例えば農業分野で

の企業の本格参入、医療分野の混合診療解禁といった岩盤規制の改革は部

分見直しにとどまったままなのです。

「成長と分配の好循環」で成長は可能か

　そうした中で、安倍政権は「骨太の方針２０１６」などで「成長と分配

の好循環」をキーワードにした成長モデル（資料Ⅸ参照）を打ち出し、「保

育士や介護士の待遇改善」や「同一労働同一賃金」などをその主要政策に

据えました。確かにこれらは極めて重要で不可欠な政策ですが、経済政策

というよりむしろ社会政策に近く、成長や税収の押し上げ効果は限定的と

いっていいでしょう。かつて菅直人民主党政権が、増税収入の大半を「社

会保障の充実」に投入するという社会政策によって成長と財政健全化を図

ろうとした考え方にどこか似ているように思えて仕方ありません。

　真の経済再生には不断の規制改革により新たな産業と技術を生み出して

いくと同時に、中間所得層を中心とした実質所得の増加、個人消費の喚起、

設備投資の促進といった成長サイクルを構築する必要があるのです。その

ために政府には税制を含めた多角的政策が求められますし、企業も過剰な

内部留保をこれらに振り向ける努力が不可欠なのです。
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法人実効税率の国際的な格差は残るが…

　では、具体的な税制提言についてですが、法人会にとって大きな関心が

あった案件が一応の決着をみたこともあり、今回は例年ほど目立ったもの

は盛り込んでいません。焦点だった法人実効税率は前倒しで「２０％台」

を実現しましたし、事業承継税制でも昨年１月に施行された大幅な納税猶

予制度改正の適用状況がまとまっていないことから、新たな提言を行うま

でには至らなかったのです。

　ただ、法人実効税率についてはＯＥＣＤ加盟国やアジア主要国に比べ、

依然として税率格差が残っていることを指摘したうえで、今回の引き下げ

効果を確認しつつさらなる引き下げも視野に入れる必要があるという慎重

な文言にしました。今後、税率引き下げの条件となった賃上げ問題や、引

き下げ財源をめぐる中小法人課税などの議論を見極める必要があるからで

す。

Ⅲ．地方のあり方

地方創生戦略の策定・実行状況の検証が必要

　地方活性化では昨年に引き続き、地方創生戦略のあり方について取り上

げました。「まち・ひと・しごと創生基本方針２０１６」では地方創生の深

化を実現する政策の推進をうたっていますが、それぞれの地域で策定され

る戦略が昨年の提言で求めたような民間の知恵・工夫を反映しているのか

疑問だからです。

　地方創生戦略はどう地域特性を生かすかが重要であり、そのカギは地元

の産業や経済社会に精通した民間人が握っているのです。しかし、それぞ

れの地域の戦略がどう策定されているのか、また、それがどう実行され、

どんな成果を上げているのか不透明なのです。まずはこれを検証し、成功

例を参考に各地方が活性化を競うことが求められるのです。

本質的問題も内包する「ふるさと納税制度」

　自治体同士の競争という意味では、「ふるさと納税制度」の話題は特筆す

べきでしょう。ただ、これが競争のあるべき姿かといえば、大いに疑問で
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す。換金性の高い商品券や納税額並みの高額返礼品が登場するなど競争が

過熱し、一部マスコミもこれを煽るような事態に至っているからです。

　この結果、昨年度のふるさと納税受入額は前年度に比べ４．３倍の１６

５３億円、件数は同３．８倍の７２６万件に急増し、もはや看過できない

規模に達しています。このため、今回の提言では初めてこの問題を取り上

げ適切な見直しを求めたのです。

　提言はまた、この制度が内包する本質的な問題にも言及しています。適

用自治体の対象が納税者の「ふるさと（出身自治体）」以外にも拡大された

ことで制度本来の意味が変質しただけでなく、居住自治体が提供する行政

サービスの対価（会費）である住民税が居住地以外に納税されるのは、地

方税の原則にそぐわないのではないかという根本的議論があることを指摘

したのです。

国以上に必要な地方の財政規律

　財政規律については、国以上に問題であることを改めて強調しました。

国と地方の財政状況を比較すると、指摘したように国のＰＢは黒字化にほ

ど遠く長期債務残高も対ＧＤＰ比で１．６倍に達していますが、地方は近

年、ＰＢ黒字が続いているうえ、長期債務残高の対ＧＤＰ比も４割程度で

安定しています。この傾向は今後も続く見込みです。

　こうした国と地方の財政構造の背景にあるのは、国税５税の一定割合（消

費税の２割強以外は約３割）を地方に振り向けている地方交付税の存在で

す。大赤字の国が地方の財政を支援するという奇妙な構造を支えているの

は、地方交付税制度に「財源保障機能」がついているからだといわれてい

ます。これは地方の財源不足は国が自動的に埋めてくれるというもので、

だから財政規律も働かないのです。

是正進まぬ地方公務員の高給与

　それを象徴しているのは、何と言っても地方公務員の高給与でしょう。

国家公務員を１００として地方公務員の給与（一般行政職の本給）を比較

したラスパイレス指数（資料Ⅹ参照）をみると、国家公務員給与が東日本

大震災の復興財源捻出のために期間限定で引き下げられた平成２４～２５

年度以外はこの１０年余、１００弱に張り付いたままです。

　これは地域の民間企業の給与水準を大きく上回っている水準であり、ラ
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スパイレス指数の対象以外となっている清掃職員や用務員などの技能労務

職に至っては、民間の同職種とは比べようもないほどの高給与です。地方

交付税は一般財源ですから、こうした地方公務員の高給与にも投入されて

いるわけで、当該自治体住民だけでなく国民の税金も財源となっているの

です。地方公務員の給与は国家公務員に準拠するのではなく、地域企業の

水準に合わせる「民間準拠」の徹底が不可欠なのです。

地方議員は自らを律し行革の先頭に

　地方議員の高額報酬も同様です。日本の地方議員の一人当たり平均報酬

は、欧米の１０倍前後に上っています。なぜ、こんなに差があるかという

と、欧米では巨大都市を除き地方議員は名誉職でボランティアが基本だか

らです。そこには自分たちの地域は自分たちが熱意と覚悟をもって治める

という地方自治本来の伝統が息づいています。だから、報酬は基本的に交

通費などを中心に実費精算のみなのです。

　日本の場合は高額な報酬以外に多額の政務活動費も支給されます。しか

し、議員提案による条例数が極めて少ないことからみてもわかるように、

政務活動費は政策立案の調査研究より自らの選挙活動に使っているのが実

情ではないでしょうか。富山市議会では政務活動費の不正受給が発覚し大

量の議員が辞職する事態も起こっています。高額報酬を大幅に削減するこ

とはもちろんですが、政務活動費も実費精算とし調査研究内容の報告を義

務づける方法もあるでしょう。

　しかも、日本の地方議員は数も多いのです。これは戦後の地方議会制度

のあり方についてドイツを参考にしたためといわれていますが、報酬の方

は参考にしなかったわけです。地方議員は「隗より始めよ」の精神で自ら

を律し、本来なら行政改革の先頭に立つ責務があるのです。

　なお、人事委員会や選挙管理委員会など行政委員の多額な月額報酬も、

日額報酬制に見直すべきであることは指摘するまでもありません。

Ⅳ．震災復興

大規模災害に対する予防的税制の必要性

　東日本大震災については５年間の集中復興期間を終え、本年４月から「復
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興・創生期間」に入りましたが、復興は道半ばといわれています。このた

め、これまでの事業の検証が極めて重要であることを改めて強調していま

す。また、本年４月の熊本地震についても実効性のある対策を講じるよう

求めました。

　また、新たに「大規模自然災害を想定した税制」の整備を検討する必要

性にも言及しました。地震だけでなく急激な気候変動などによる大規模な

災害が予想されるためですが、具体的な制度設計については今後の議論に

委ねています。

Ⅴ．その他

学校だけでなく社会全体で租税教育を

　納税環境の整備では昨年と同様に、課税基準を同じくする国税と地方税

の申告納税手続きの合理化を求めています。また、租税教育については引

き続き税の使途チェックの必要性と、学校だけでなく社会全体での教育の

重要性を指摘しています。
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